
○ 令和５年度までの災害支援ナースについては、日本看護協会と都道府県看護協会が、被災した医療機関における看護業務や避難所の
環境整備（通常の感染症対策を含む）等を行う災害支援ナースの研修を行い（厚生労働省の補助事業）、被災地の避難所等への派遣は、
日本看護協会及び都道府県看護協会の活動（ボランティア活動）として実施していた。令和６年３月末時点で約１万人の災害支援ナー
スが登録。

○ 令和４年の改正医療法により、令和６年度からは、DMAT等と同様に、医療法に基づく「災害・感染症医療業務従事者」に位置づけ
られ、都道府県と医療機関との協定の対象となるとともに（県が協定に基づき医療機関に派遣を依頼し、調整を実施）、厚生労働省が
研修や広域派遣の場合の派遣調整を行う仕組みとなった（日本看護協会に委託）。災害支援ナースは、災害支援ナース養成研修を修了
し、国に登録された者。（令和６年４月時点で約４千人、令和６年度にさらに約４千人を研修中。）

○ これまでの災害時の活動に加え、新興感染症発生・まん延時の活動にも対応。派遣に係る実費を、協定に基づき、派遣時は協定締結
機関が負担し、後日都道府県に対し請求手続を実施することや、事故補償について都道府県において傷害保険に加入する仕組みとなっ
たことから、より一層安心して活動できる環境が整備された。

災害支援ナースの派遣と養成・登録スキーム

（派遣方法）

✓ 都道府県と災害支援ナースが所属する施設（病院、診療所、訪問看護事業所、助産所や
都道府県看護協会等）との災害支援ナースの派遣に関する協定に基づき、都道府県の要請
により、所属施設から派遣される。

（活動場所）

✓ 都道府県内の医療機関等で当該施設の管理者の下で活動することが基本となる。大規模
災害時等の場合には、他の都道府県において活動することがある。

（費用支弁）

✓ 「災害・感染症医療業務従事者派遣設備整備事業」を活用して、必要な資機材の整備に
ついて補助が受けられる。

✓ 活動に要した費用は、協定に基づき、派遣時は協定締結機関が負担し、後日都道府県に
対し請求手続を実施し、災害支援ナースの派遣を要請した都道府県が支弁。
なお、災害救助法に基づく費用支弁については以下のとおり。

① 災害支援ナースの活動が、災害救助法による救助であると認められた場合、被災都道府県
  の災害支援ナースの派遣要請を受けた都道府県は、被災都道府県に求償することができる。

② ①に基づき、災害支援ナースの活動に要した費用を求償された被災都道府県は、求償した
都道府県に対して費用を支弁する。ただし、同法の規定に基づき、国に支弁を要請すること
ができる。
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災害支援ナース養成研修 国に登録

令和6年度からの災害支援ナースの仕組み（災害・新興感染症対応）
概要
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